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平成10年頃 療養環境改善に対する手厚い診療報酬平成 年頃 療養環境改善に対する手厚い診療報酬
⇒改修、増改築を行う病院が多くなる

平成15年8月末 その他病床の廃止平成15年8月末 その他病床の廃止
一般病床と療養病床の届出

病床面積 廊下幅 食堂 談話室 機能訓練室

一般 ４．３㎡ １．８m × × ×

療養 ６．４㎡ ２．７m ○ ○ ○

全ての病床の改装済⇒医師・看護師の数と入院患者の状態で病棟を
「一般」と「療養」に分けて届出

一部しか改装できず ⇒改装できた新たな病棟 ⇒「療養」として届出
改装できていない古い病棟⇒「一般」として届出

全く改装しなかった ⇒全て「一般」として届出
1
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入院基本料7:1、10:1拡大について
7:1 30万床として ≒1 4:1なので ≒214 285 7≒22万人7:1 30万床として、≒1.4:1なので、≒214,285.7≒22万人
10:1 30万床として、≒2:1なので、30万÷2＝15万人
22万人－15万人＝7万人

13:1の2 6:1から10:1に

10:1から7:1にすることで、看護師は7万人余分に必要
13:1の2.6:1から10:1に

15:1の 3:1から10:1に
UPしたところが、仮に10万床あったとすると、

10:1 → 5万人÷2 ＝ 2.5万人 10:1 → 5万人÷2 ＝ 2.5万人0 → 5万人 2 2.5万人 0 → 5万人 2 2.5万人

13:1 → 5万人÷2.6 ＝ 19,230人 15:1 → 5万人÷3 ＝ 16,667人

2.5万人 － 19,230人 ＝ 5,770人 2.5万人 － 16,667人 ＝ 8,333人

13:1 15:1から10:1にすることで 看護師は14 103人余分に必要

5,770人 ＋ 8,333人 ＝ 14,103人

13:1、15:1から10:1にすることで、看護師は14,103人余分に必要

7万人＋ 14,103人＝84,103人

大体5年間で84 000人くらいの看護師が 般病床に必要になって

3

大体5年間で84,000人くらいの看護師が一般病床に必要になって

いるはずである。
2012年1月 武久洋三作成
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地域に密着した病床について地域に密着した病床について
①不採算地区病院

○第１種不採算地区病院

（直近の一般病院までの移動距離が１５㎞以（直近の 般病院までの移動距離が１５㎞以
上となる位置に所在）

およびおよび

第２種不採算地区病院

（直近の国税調査における「人口集中地区」以
外の区域に所在）

○病床規模要件１５０床未満の該当病院数

6
約３１０施設

平成２３年１０月２５日 日本病院会ニュースより 抜粋



地域に密着した病床について地域に密着した病床について

②２次医療圏の病床数が少ない地域

〈例〉＝（ア）１０００床未満の地域

（４２医療圏）の病院数は（４２医療圏）の病院数は

約２００施設約 施設

（イ）２０００床未満の地域

（ 医療圏） 病院数は（１１３医療圏）の病院数は

約８４０施設約８４０施設

③離島加算に係る地域

7平成２３年１０月２５日 日本病院会ニュースより 抜粋



急 性 期 の 定 義 か ら い う と急 性 期 の 定 義 か ら い う と

急性期病床で30日超の入院患者は

急 性 期 患 者 と 言 え る の か 。急 性 期 患 者 と 言 え る の か 。

す で に 慢 性 期 で は な い かす で に 慢 性 期 で は な い か 。

2011.10月武久洋三 作成 8



特養の入所者が熱が出た際に 救急車を特養の入所者が熱が出た際に、救急車を

も 搬 送 急病 が呼ん で も 、 搬 送先の ２ 次 救急病院が

「高齢者だから」と断ったら、3次救急病院へ

搬送され、高い入院費がかかることとなる。

2011.10月武久洋三 作成 9



医療・介護負担対照表 2011.4月

名　　　　称
点数

（点／日）
10日間入院（円） 20日間入院(円）

10日間入院した
場合の1日平均（円）

救命救急入院料２ 8,890～11,200 1,008,300 1,363,900
（ただし14日が限度）

100,830

月

特定集中治療管理料 7,700～9,200 875,000 1,183,000
（ただし14日が限度）

87,500

ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料 4,500 450,000 900,000 45,000

７：１入院基本料 1,555～2,005 200,500 385,520 20,050

高度急性期

入院基本料 1,555 2,005 200,500 385,520 20,050

１０：１入院基本料 1,300～1,750 175,000 334,520 17,500

１３：１入院基本料 1,092～1,542 154,200 292,920 15,420
一般病棟

１５：１入院基本料 954～1,384 138,400 261,320 13,840

亜急性期 亜急性期入院医療管理料 2,050 205,000 410,000 20,500

回復期 回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料 1,600～1,770 160,000～177,000 320,000～354,000 16,850

医療療養 療養病棟入院基本料（A～Ⅰ) 722～1,758 72,200～175,800 144,400～351,600 12,400

介護療養型医療施設
（施設サービス費（Ⅰ）従来型個室・多床室）

683～1,334 68,300～133,400 136,600～266,800 10,085

介護療養型老人保健施設
（施設サ ビス費（Ⅰ）従来型個室 多床室）

735～1,164 73,500～116,400 147,000～232,800 9,495
介護保険

※ただし 単純平均であり 基本部分のみで出来高は含まない

（施設サービス費（Ⅰ）従来型個室・多床室）
, , , , , ,

介護老人保健施設
（施設サービス費（Ⅰ）従来型個室・多床室）

734～1,022 73,400～102,200 146,800～204,400 8,780

介護老人福祉施設
（施設サービス費（Ⅰ）従来型個室・多床室）

589～933 58,900～93,300 117,800～186,600 7,610

介護保険
施設ｻｰﾋﾞｽ

※ただし、単純平均であり、基本部分のみで出来高は含まない。

高度急性期病床で治療しなくてもいいような患者がミスマッチングで高度急性期に搬送された

場合、療養病床で治療できる病状の患者はただちに療養病床を中心とする慢性期病床に転入院することにより、節約できる金
額は１患者１日当たり約９万円にもなる。患者の病状に合わせて診療機能別病院で治療することが望ましい。 10



大阪緊急連携ネットワーク 連携実績大阪緊急連携ネットワ ク 連携実績
（H20.12.10～H23.12.20）

連携紹介数 291例

男性 178名、 女性 113名

18才～99才（平均68.5才）

紹介患者の依頼までの在院日数 0～161日（平均26.2日）

3週間以上入院例 124例

紹介受託患者のうちには人工呼吸器患者、気管切開、酸素投与、喀痰気
吸引中など重度の患者も多かった。

3次救急病院で治療の必要のないミスマッチな患者を慢性期病床が緊
急に引き受けることにより、3次救急の病床に余裕を持たせ、満床理由急 引き受ける より、 次救急 病床 余裕を持た 、満床理由
による搬送拒否を減らす目的であったが、その該当例は約20％であり、
残りの大半は救急での処置の終了した重度患者であった。しかし、これ
等の患者の受託に入り、3次救急病院は平均在院日数が減少し、かつ
新規入院患者数も増加しており、当初の目的は達成されている。3次救
急病院からは感謝されており、各種学会で紹介され、注目されている。
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急性期病床の50万床の10%がトリアージ対象者であれば、

5万人×9万円＝45億円

45億円×365日＝1兆6,425億円もの医療費が

浪費され な浪費されていることになる。

この半分を高度急性期病院に、そして残りの半分を慢性期医療

後 シ ム 注 すれば すべ 解決するかも れな以後のシステムに注入すれば、すべて解決するかもしれない。

122009.2 武久洋三作成



• 現在の平均在院日数は180日なので、医療療養病床が約24万床として、

1ヶ月4万人の入院があることになる。

• 平均在院日数を120日とすると、1ヶ月6万人の入院となる。平均在院日数を120日とすると、1ヶ月6万人の入院となる。

• 高度急性期病院からの転院による入院が1万人、急性期病院からの転院

による入院が1万人増えると仮定すると 高度急性期病院における1ヶ月による入院が1万人増えると仮定すると、高度急性期病院における1ヶ月

のレセプト請求金額を150万円、急性期病院における１ヶ月のレセプト 請

求金額を100万円としたら 療養病床におけるレセプト請求金額との差は求金額を100万円としたら、療養病床におけるレセプト請求金額との差は

それぞれ、約100万円、50万円であり、

円 床 月 億円100万円×1万床×12ヶ月＝1,200億円

50万円×1万床×12ヶ月＝600億円

年間 1 800億円を削減できる
13

年間 1,800億円を削減できる
2011.10月武久洋三 作成



• 一般病床13対1、15対1に入院している特定除外患者の出来高算定と医
療区分による包括算定のレセプト請求金額（30日換算）の最大差額が

円 あるの 包括性により 万円の減額となると仮定したら

（13対１） 特定除外患者割合；約15％
9 000床

253,000円であるので、包括性により10万円の減額となると仮定したら、

（13対１）
*6万床 ⇒9,000床

9,000床×10万円×12ヶ月
＝108億円 ①

（15対１）
床

＝108億円 ①

特定除外患者割合；約25％
⇒22 500床*9万床 ⇒22,500床
22,500床×10万円× 12ヶ月
＝270億円 ②

①＋②＝
現在の病床数が

90％として 340億2千万円
378億円
の削減

90％として、340億2千万円

85％として、321億3千万円
の削減

14
削減できる

*H21.12.2中医協診療報酬基本問題小委員会（第152回）参考資料より 2011.10月武久洋三 作成



• 一般病床（7:1）、（10:1）約60万床のうち、10％（6万床）が特定除外患者であると
仮定する。

般病床（ ）の 月当たりのレセプト請求額を約 万円 般病床（ ）の• 一般病床（7:1）の1ヶ月当たりのレセプト請求額を約150万円、一般病床（10:1）の1
ヶ月当たりのレセプト請求額を約100万円、医療療養病床の1ヶ月当たりのレセプ
ト請求額は約50万円であるので、それぞれの差額を100万円、50万円とすると

（7対１）
30万床

特定除外患者割合；約10％
⇒30,000床30万床
30,000床×100万円×12ヶ月
＝3,600億円 ①

（10対１）
30万床

特定除外患者割合；約10％
⇒ 30,000床
30 000床×50万円× 12ヶ月30,000床×50万円× 12ヶ月
＝1,800億円 ②

①＋②＝5 400億円の削減①＋② 5,400億円の削減

152011.10月武久洋三 作成



般 慢 性 期 病 床 と一 般 慢 性 期 病 床 と

長期急性期病床という長期急性期病床という

概 念 欠 如概 念 の 欠 如

16H23.6月 武久洋三 作成



2025年には3倍に増加する入院患者に

対しては、急性期・回復期・慢性期・介護期

いずれの病院や施設も入院・入所期間を

現在の 1 / 3にしないと対応できない。

172011.10月武久洋三 作成



特定除外患者の制度は、点数が下がるという

よりは むしろ平均在院日数に算定しなくてよいよりは、むしろ平均在院日数に算定しなくてよい

というメリットが大きい。

すなわち、7:1、10:1、13:1、15:1の場合に、
それぞれに平均在院日数の縛りがあるためそれぞれに平均在院日数の縛りがあるため、

特定除外患者がいることによって、その数を

除外することができることが最大のメリットと

な ているなっている。

2011.1 武久洋三 作成 18



100床当たり

平均在院
日数

1ヶ月当たりの
平均入退院

1ヶ月あたり
平均100人の入退院日数

平均入退院
患者数

平均 人の入退院
があった場合の
特定除外患者数

７：１ 19日以内 158人 37人

10:1 21日以内 143人 30人

13:1 24日以内 125人 20人

15:1 60日以内 50人

19H23.9月 武久洋三 作成



世界各国に比べて日本は、平均在院日数

が 際 省が長いため、実際より低く見せたい厚労省

と 入院基本料の条件である平均在院と、入院基本料の条件である平均在院

日数の縛りに一般病床の中の平均在院数 縛り 般病床 中 平均在院

日数の長い特定除外患者を平均在院日

数に算定しないでよいという救済措置を

喜ぶ中小病院の利害が 致してかこの喜ぶ中小病院の利害が一致してかこの

ような姑息な経過措置が続いている。ような姑息な経過措置が続いている。

2011.10月武久洋三 作成 20



長期急性期病床

一般病床
（ 13:1,15:1 ）（ , ）

長期慢性期病床

療養病床療養病床
（20:1,25:1）

介護療養病床

21H23.9月 武久洋三 作成



将来実態予想（2025年）

高度急性期
25万床
15～16日

厚労省案（2025年）

高度急性期
22万床
15～16日

急医療・介護

一般急性期
25万床
9日程度一般急性期

46万床
9日程度

急
性
期

医療 介護
サービスの
需要と供給

（必要ベッド数）

回復期
15万床
60日程度

長期
急性期

30万床
程度

亜急性期
回復期リ

35万床
日程度 慢

回復期
の見込み

急性期 60日程度

長期
慢性期

30万床
120日程度

床

回復期リハ 60日程度

慢性期
28万床

135日程度

慢

性

期

精神病床
30万床
270日程度

介護療養
15万床

300日程度

慢性期
135日程度

精神病床
27万床
270日程度

（入院小計） 159万床

（
一
部
急
性300日程度

（入院小計） 170万床

特養
老健

119万人分

（入院小計） 159万床

特養
老健

（老健＋介護療養）

72万人分
59万人分

医

性
期
を
含
む

老健

居住系 61万人

在宅 436万人分

（老健＋介護療養）

居住系 61万人

在宅 436万人分

医
療
は
慢
性

）

22

在宅 436万人分

大計 786万人分
H23.9月 武久洋三 作成

在宅 436万人分

大計 786万人分

性
期
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これからの医療の流れこれからの医療の流れ

急性期 慢性期 介護期回復期急性期 慢性期 介護期回復期

242011.10月武久洋三 作成
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在宅療養支援ネットワーク在宅療養支援ネットワ ク

在宅療養協力在宅療養協力
診療所（主治医）

在宅入院システム

在宅療養
援

在宅療養
支援診療所
（往診専門）

支援病院
（200床以下）

在宅療養後方病院
（病床制限なし）

262011.10月武久洋三 作成

（病床制限なし）



急性期も回復期も慢性期も急性期も回復期も慢性期も

それぞれ本物しか残れない

それぞれの定義が明確化される

272012年1月 武久洋三作成



地域一般病棟地域 般病棟

地域 般病床
とは

地域一般病床

地域の特に特徴のない病棟

という意味なのですか

282012年1月 武久洋三作成



2011.11月30日 中央社会保険医療協議会 総会（209回） 資料より 29



2011.12.2 中央社会保険医療協議会 総会（第210回） 資料より抜粋 30



312011.12月22日 急性期医療に関する作業グループ 第一回会合 資料より



322011.10.5 中央社会保険医療協議会 総会 （第198回）資料より



100床
条件

看護師配置

看護基準

100床
当たり
法定

看護師数

平均
在院
日数

看護
師
比率

看護補助
配置基準

看護補助加算（点）
病棟

入院患者
20:1 25:1 30:1 50:1 75:1比率 20:1 25:1 30:1 50:1 75:1

7:1 （1.4:1） 72人 19日
以内

7割
以上

‐ ‐ ‐ *◎
（120）

*◎
（80）

看護必要度の
基準を満たす
患者比率以内 以上 （120） （80） 患者比率
1割以上

10:1 （2:1） 50人 21日
以内

7割
以上

‐ ‐ ‐ *◎
（120）

*◎
（80）以内 以 （120） （80）

13:1 （2.6:1） 39人 24日
以内

7割
以上

‐ ‐ ‐ ◎
（84）

◎
（56）

15:1 （3:1） 34人 60日
以内

4割
以上

‐ ‐ ◎
（109）

◎
（84）

◎
（56）

2割 医療区分2.3
20:1 （4:1） 25人 ‐

2割
以上

◎ ‐ ‐ ‐ ‐
医療区分2.3
患者割合
80％以上

25:1 （5:1） 20人 2割
◎

＊急性期看護補助体制加算；14日限度で算定可、年間の緊急入院患者数が200名以上の実績を有する病院、
又は総合周産期母子医療センター、一般病棟用の重症度・看護必要度を満たす患者割合が7:1で15％以上、10:1で10％以上 33

25:1 （5:1） 20人 ‐
以上

‐ ◎ ‐ ‐ ‐



回復期リハビリテーション 回復期リハビリテーション

回復期リハビリテーション病棟入院料の施設基準

回復期リハビリテ ション
病棟入院料１

回復期リハビリテ ション
病棟入院料２

点 数
（基本点数）

１，７２０点 １，６００点
（基本点数）

算定上限 60～180日

休日リハビリテーション加算：６０点（１日につき）

リ ビリテ シ 充実加算 点（ 日に き）加 算 リハビリテーション充実加算：４０点（１日につき）
重症患者回復病棟加算
５０点（１日につき）

1日当たりの
リハビリ
提供単位数

1人1日当たり2単位以上のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの実施

在宅復帰率 60％以上在宅復帰率 60％以上
重症患者の
割合 20％以上

休日
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
充実加算

重症患者
回復病棟加算

重症患者の3割以上が退院時に
施設
基準

休日を含め、週7日間
リハビリを提供する

1日当たり6単位以上
のリハを提供する

重症患者の3割以上が退院時に
日常生活機能評価で3点以上

改善していること 34
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いわゆるいわゆる

ケアミックス病院

の行方の行方

45



急性期病院としての機能維持に機

後れをとって 仕方なく慢性期病床後れをとって、仕方なく慢性期病床

に 移 行 し て い る 病 院 のに 移 行 し て い る 病 院 の

チ ベ シ は 高 い かモ チ ベ ー シ ョ ン は 高 い か 。

2011.5月武久洋三 作成 46



ケアミックス病院の問題点

D P C病棟と療養の頻回な転棟

般 と 療 養の キ ャ ッ チ ボ ル一般 と 療 養の キ ャ ッ チ ボ ー ル

47
2011.8月武久洋三 作成


